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１．はじめに
近年、自治体では職員の働き方改革の一環

として、窓口業務の受付時間を短縮する動き

が広がっています。また、多くの自治体で

は、勤務時間と窓口受付時間が重なるため、

始業前の準備や終業後の片付けが勤務時間外

に行われ、時間外勤務が常態化する状況が続

いています。

こうした状況が表面化した事例として、2025

（令和７）年に生じた、愛知県半田市の事例が

あります。同市では、窓口受付時間外の超過勤

務手当の未払いが公益通報によって判明し、過

去３年分の手当が遡って支給されました1。日

常的な準備・片付け作業が慣例的に勤務時間外

に行われていたことが背景にあり、「どこから

が勤務なのか」という認識が組織全体で曖昧に

なっていた実態が明らかになりました。このよ

うな勤務時間の扱いに関する課題は、窓口業務

を担う多くの自治体に共通しており、勤務時間

と窓口受付時間の関係を適切に調整する必要性

が高まっています。

一方で、窓口受付時間を短縮することで行

政サービスの質が低下するのではないかとい

う懸念も根強く、職員の働き方の改善とサー

ビス水準の維持をどのように両立させるか

が、自治体にとって避けて通れない検討テー

マとなっています。

本稿では、国の政策動向や自治体の取組状

況に触れつつ、多摩・島しょ地域自治体を対

象としたアンケート調査結果をもとに、窓口

受付時間短縮の現状を整理します。さらに、

先進的な取組として福生市の事例を取り上

げ、窓口受付時間を試行的に変更した経緯等

を紹介します。

２．働き方改革の推進について

働き方改革は、2016（平成28）年に発足した

「働き方改革実現会議2」の議論を契機に本格

化し、翌2017（平成29）年には「働き方改革実

行計画3」が策定されました。同計画では、長

時間労働が健康面の問題だけでなく、仕事と

家庭生活の両立を困難にし、少子化の進行、

女性のキャリア形成や男性の家庭参加を阻む

要因となっている点などが指摘されています。

かゆいところに手が届く！

-多摩 ・島しょ自治体お役立ち情報 -

市町村職員が日頃の業務で感じている疑問や他の自治体や

民間企業の動向など、 知りたいと考えている事項について、

東京市町村自治調査会が調査し、 問題点や課題などを明ら

かにすることを目的に実施しています。

窓口受付時間の短縮について

企画調査課　　浅見　幸隆 （清瀬市派遣）
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１ 愛知県半田市（2025）「時間外勤務に対する手当等の未払いについて」
（https://www.city.handa.lg.jp/shisei/koho/1004056/1004057/1009536
/1010568/1010731.html）（2026年４月16日確認）

２ ｢働き方改革実現会議」（https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/
bunya/0000190676.html）（2026年２月17日確認）

３ 働き方改革実現会議（2017）｢働き方改革実行計画」（https://www.
mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12602000-Seisakutoukatsukan-
Sanjikanshitsu_Roudouseisakutantou/0000161254.pdf）
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さらに、2018（平成30）年には「働き方改革関連

法」が制定され、時間外労働の上限規制やフ

レックスタイム制の拡充など、勤務時間制度の

見直しが進みました。

こうした国全体の動きは行政組織にも影響を

及ぼしています。地方公共団体では、限られた

時間の中で持続的に行政サービスを提供する

必要がある一方、総務省の「令和７年地方公共

団体定員管理調査結果4」によれば、一般行政

部門5の職員数は長期的に減少傾向にあります

（図表１）。同時に、住民ニーズの多様化・複雑

化により業務量は増加しており、従来の働き方

のままでは行政サービスの質を維持することが

難しくなっています。

このような状況の中で、負担が大きくなりや

すいのが窓口業務です。直接住民対応を担う場

であり、人員不足の影響を受けやすい業務でも

あります。2019（令和元）年度に当調査会が実施

した「自治体における窓口業務改革に関する調

査研究報告書6」（図表２）でも、多摩・島しょ地

域自治体において「職員数の不足と業務量の増

加から通常業務で手一杯となっている」実態が

明らかになっています。

▼図表２　自治体における窓口業務改革

に関する調査研究

＜出典＞公益財団法人　東京市町村自治調査会

こうした課題を踏まえ、自治体では働き方改

革と業務効率化の両面から行政サービス提供

体制の見直しが求められており、窓口受付時間

の短縮を検討する動きも広がっています。

一方で、窓口受付時間の短縮は、行政サービ

スの質の低下につながるのではないかという懸

念もあります。しかし、総務省の「自治体デジタ
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４ 総務省（2026）「令和７年地方公共団体定員管理調査結果」（https://
www.soumu.go.jp/main_content/001064561.pdf）

５ 議会事務局、総務・企画、税務、労働、農林水産、商工、土木、民生、衛
生の各部門（教育、公安を除く各種行政委員会を含む）の総称

６ 公益財団法人東京市町村自治調査会（2020）「自治体における窓口業務改革
に関する調査研究報告書～人口減少社会に対応できる窓口を目指して～」
（https://www.tama-100.or.jp/0000000886.html）（2026 年２月17日確認）

▼図表１　地方公共団体における一般行政部門の職員数の推移（昭和 50 年を 100 とした場合の指数）

＜出典＞令和７年地方公共団体定員管理調査結果
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ル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進

計画【第5.1版】7」では、オンライン申請の

普及などにより、来庁者の待ち時間短縮や行

政手続の効率化が進み、行政サービスの質の

向上につながることが示されています。こう

したデジタル化の取組は、結果として窓口受

付時間短縮に伴う影響を緩和する役割も果た

しています。

次章では、こうした改革を支えるデジタル

化の推進について整理します。

３．デジタル化の推進について

行政手続のデジタル化は、2025年６月に閣

議決定された「デジタル社会の実現に向けた

重点計画8」においても国の重要政策として

位置づけられています。また、総務省やデジ

タル庁は「誰一人取り残さないデジタル化」

を掲げ、自治体におけるオンライン申請の推

進を支援しています。

総務省が2025年12月に公表した「自治体Ｄ

Ｘ・情報化推進概要9」によれば、地方公共

団体が優先的にオンライン化を進めるべき

とされた58手続のオンライン利用率10は2023

（令和５）年度時点で59.9％に達し、行政手

続の半数以上が非来庁型へ移行しつつありま

す。こうした全国的なデジタル化の流れは、

多摩・島しょ地域自治体でも例外ではなく、

例えば、府中市では、2024（令和６）年度の

オンライン申請率が72.81％に達している11な

ど、行政手続のオンライン化が定着してきて

います。

また、窓口に行かずに証明書等を取得でき

る手段の拡大も行政手続の非来庁化を促進し

ています。その代表例が、地方公共団体情報

システム機構（Ｊ-ＬＩＳ）が提供するコン

ビニ交付サービスです。マイナンバーカード

を用いて住民票や印鑑証明書を全国のコンビ

ニエンスストアで取得できる仕組みであり、

2025年時点で既に1,300以上の市区町村が導

入し、2025年４月時点では全国約56,000店舗

で利用可能となっています12。

こうしたオンライン申請やコンビニ交付

サービスの普及は、実際の窓口利用にも変化

をもたらしています。例えば、滋賀県草津市

では、2023年における各種証明書の窓口交

付件数が2020（令和２）年比で約３割減少

（102，903件⇒69,066件）する一方、コンビ

ニ交付は2.5倍以上（20,442件⇒54,367件）

に増加しています13（図表３）。さらに、同

市では、こうした利用動向を踏まえ、2025年

７月から、従来の８：30～17：15であった窓

口受付時間を９：00～16：45へと短縮し、実

際の来庁状況に即した体制へと見直しを進め

ています。

▼図表３　証明書交付件数の推移

＜出典＞草津市公式ホームページより抜粋

 

このように、オンライン申請やコンビニ交

付などのデジタル化は行政手続の業務効率化

を後押しし、窓口受付時間の短縮をはじめ、

住民サービスの質の向上、職員負担の軽減を

支える役割を果たしています。
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12 地方公共団体情報システム機構（2025）｢地方公共団体情報システム機構
（Ｊ-ＬＩＳ）の主な事業活動について」（https://www.soumu.go.jp/main_
content/001026241.pdf）

13 滋賀県草津市議会資料「庁舎等開庁時間の見直しについて」（https://
www.city.kusatsu.shiga.jp/shisei/kaigishingikai/hokoku/naibu/
gyoukakuhonbukaigi.files/20241021shiryou2.pdf）

７ 総務省（2026）｢自治体デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）推進計画
【第5.1版】」（https://www.soumu.go.jp/main_content/001053408.pdf）

８ デジタル庁（2025）「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（https://www.
digital.go.jp/policies/priority-policy-program）（2026 年２月17日確認）

９ 総務省（2025）「自治体ＤＸ・情報化推進概要」（https://www.soumu.go.jp/
main_content/001048571.pdf）

10 オンライン利用率（％）＝オンライン利用件数／年間総手続件数× 100

11 府中市（2025）「行政手続等のオンライン化状況の公表について」（https://
www.city.fuchu.tokyo.jp/benri/denshi/kohyo.html）（2026 年４月14日確認）
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４．	多摩・島しょ地域自治体における
窓口受付時間に関するアンケート
調査結果

多摩・島しょ地域自治体における窓口受付

時間の現状や短縮に向けた検討状況について

アンケート調査を実施しました。以下、その

結果について、順次見ていきます。

◆多摩・島しょ地域自治体アンケート調査

対象自治体：多摩・島しょ地域39市町村

対 象 部 署：行財政改革を担う部署

調査基準日：2026年１月５日時点

実 施 時 期：2026年１月23日～２月13日

（１）　職員の勤務時間について

職員の勤務時間については36自治体が、

「８：30～17：15」と回答していました。

8：00～17：15

（1自治体）

8：15～17：00

（1自治体）

8：20～17：05

（1自治体）
8：30～17：15

（36自治体）

▼図表４　職員の勤務時間

【単一回答 /Ｎ＝ 39】

 

（２）	 窓口受付時間について

一方で、自治体（本庁舎）の窓口受付時間

については、「８：30～17：00」が22自治体

と最も多く、次いで「８：30～17：15」が15

自治体でした。

8：15～17：00

（1自治体）

8：00～17：15

（1自治体）

8：30～17：15

（15自治体）

8：30～17：00

（22自治体）

▼図表５　自治体の窓口受付時間

【単一回答 /Ｎ＝ 39】

（３）	 開庁前の準備について

勤務時間前における開庁準備の有無につい

ては、31自治体が「行っている」と回答して

いました。

行っていない

（８自治体）

行っている

（31自治体）

▼図表６　開庁前の準備について

【単一回答 /Ｎ＝ 39】

 

【具体的な準備の内容（一部抜粋）】

・レジスターへの入金準備、パソコン等機

器の立ち上げなどで10～30分程度（部署

により内容・時間も異なる）

・窓口の清掃、記載台整理、申請書整理、

データ連携のチェックをはじめとしたシ

ステムチェック、マイナンバー交付等に

おける予約票の作成など、計30分程度
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（４）	 終業後の片付けについて

勤務時間後における片付けの有無について

は、30自治体が「行っている」と回答してい

ました。

行っていない

（９自治体）

行っている

（30自治体）

▼図表７　終業後の片付けについて

【単一回答 /Ｎ＝ 39】

 

【具体的な片付けの内容（一部抜粋）】

・パソコンの片付け、キャビネットのカギ閉

め、セキュリティのチェック等15分程度

・キャビネット類の施錠、レジスターの締

め作業、発券機のシャットダウン、窓口

端末及び執務スペース端末のシャットダ

ウン、届書等の収納等で30分程度

・マイナンバーカード手続きの受付内容の

確認に30分程度

・当日収受した転入・転出等の申請手続き

の審査に30分程度

（５）	 窓口受付時間の見直し状況について

窓口受付時間の見直し状況については、21

自治体が「見直し予定はない」と回答した一

方で、18自治体が「短縮予定がある、検討中

（実証実験中を含む）である」と回答してい

ました。

見直し予定はない

（21自治体）

短縮予定がある、

検討中（実証実験

中を含む）である

（18自治体）

▼図表８　窓口受付時間の見直し状況について

【単一回答 /Ｎ＝ 39】

（６）	 見直し後の短縮予定の部署について

「短縮予定がある、検討中（実証実験中を

含む）である」と回答した18自治体に対し

て、見直し後の短縮予定の部署について伺っ

たところ、「未定」が12自治体、「全庁的な

短縮を予定」が４自治体、「一部の部署での

短縮を予定」が２自治体でした。

一部の部署での短縮を予定

（2自治体）

全庁的な短縮を予定

（４自治体） 未定

（12自治体）

▼図表９　見直し後の短縮予定の部署について

【単一回答 /Ｎ＝ 18】

 

また、「一部の部署での短縮を予定」で回答

のあった部署については、下記のとおりです。

・住民基本台帳業務、戸籍業務を担う部署

・国民健康保険関係業務を担う部署

・後期高齢者医療保険関係業務を担う部署

・国民年金関係業務を担う部署
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（７）	 見直し後の窓口受付時間について

見直し後の窓口受付時間については、14自治

体が「未定」であり「９：00～16：00」が２自治体、

「９：00～16：30」が２自治体でした。

9：00～16：30

（2自治体）

9：00～16：00

（2自治体）

未定

（14自治体）

▼図表 10　見直し後の窓口受付時間について

【単一回答 /Ｎ＝ 18】

 

【見直した理由（一部抜粋）】

・９時～16時の来庁者が約９割を占めるため

・来庁者数調査の結果、午前８時30分から

午前９時の間と午後５時以降の来庁者数

は少ないことがわかったため

・証明書のコンビニ交付普及やオンライン手

続きの増加等による来庁者の減少のため

・執務開始前後における、事前準備や事後

処理等に必要な時間を考慮したため

（８）	 見直しの背景について

見直しを行った背景については、「代替手

段の確立（コンビニ交付、オンライン申請の

拡充等）」が最も多く、次いで「働き方改革

（労務管理改善）」が挙げられていました。

代替手段の確立

働き方改革

その他

15

13

3

▼図表 11　見直しの背景について

【複数回答 /Ｎ＝ 18】

【その他自由回答】

・令和８年度以降、近隣自治体の動向を見

て検討

・ＤＸ推進をはじめとした市民サービス向

上のための検討体制・環境の整備

・組織的な対応力向上のための業務改善や

課題検討を行う時間の確保

５．取組事例－福生市の事例

ここでは、2026（令和８）年２月から実施

されている窓口受付時間の変更に関する試行

事例として、福生市の取組を紹介します。

福生市は、都心から西へ約40km、武蔵野台

地の西端に位置する都市です（図表12）。人

口56,960人14の同市は、横田基地関連業務や

多文化共生施策など特有の行政需要を抱えて

います。一方で、限られた人員で多様な行政

サービスを提供する中、窓口業務では職員の

長時間勤務が常態化しており、持続可能な行

政運営の観点から体制の見直しが課題となっ

ていました。こうした課題に対し、同市は

データ分析と庁内横断の合意形成を基盤に、

段階的な試行を通じて窓口業務の改善を図る

先進的な取組を進めています。

▼図表 12　福生市の位置

＜出典＞福生市公式ホームページより抜粋

（１）取組の背景と課題認識

福生市では、窓口受付時間と職員の勤務時

間が同じであるため、窓口業務の準備や片付

けが始業前や終業後に行わなければならず、
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時間外勤務が常態化していました。また、外

国人住民の割合が９％を超え、多摩地域で最

も高いことから、複雑な手続きが増加し、１

件あたりの対応時間が長くなる傾向がありま

した。その結果、職員の長時間勤務の増加や

内部事務処理の遅延、窓口の待ち時間の増大

といった課題が顕在化していました。こうし

た状況を踏まえ、同市では窓口受付時間を見

直すことで内部事務時間を確保し、市民サー

ビスの質向上と業務効率化の両立を図る必要

があると判断しました。

　

（２）検討過程

福生市では、2025年８月頃から窓口受付時

間の変更に向けた検討を開始し、企画調整課

が中心となって庁内横断の協議を進めまし

た。検討の過程では、以下の点が明らかにな

りました。

・総合窓口課での手続き後に複数部署（保

険年金課や子ども育成課など）で追加手

続きが必要となることもあり、実質的に

複数課が18時頃まで窓口対応を行ってい

たこと

・2024年度の来庁者の約86％が９時～16時

に集中しており、夕方の利用が限定的で

あったこと

これらのデータを踏まえ、各部署の業務負

担と市民利用の実態を照らし合わせながら、

利用者への影響が最小限となる時間帯の設定

について検討を進めました。庁内調整におい

ては、夕方利用者への配慮や労働組合との協

議の必要性などの懸念点を丁寧に整理し、合

意形成を図りました。

その結果、2026年２月２日から９月30日ま

での期間、総合窓口課において窓口受付時間

を試行的に変更することが決定されました

（図表13）。なお、今回の試行は一部窓口に

限定しており、また、電話対応時間の変更は

行っていません。

今後は、窓口受付時間の変更が市民サービ

スと職員負担の双方にどのような影響を与え

るかを定量的に把握し、来庁者への聞き取り

調査も実施しながら本格導入の可否を判断す

る予定です。

（３）今後の展望

福生市では、「フロントヤード改革15」を掲

げ、窓口業務の効率化と市民利便性の向上を

両立させる取組を進めています。既に、「申

請書自動作成システム」や「マイナンバー

カード関連手続の予約システム」などのデジ

タルツールを導入し（図表14）、窓口対応の改

善を図ってきました。これらの基盤整備を進
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15 地方公共団体と住民との接点である「フロント」について、非対面のオンライ
ン申請へのシフトのみならず、対面でも「書かないワンストップ窓口」を導入
する等「書かない」「待たない」「迷わない」「行かない」窓口を目的とした総
合的な取組

▼図表 13　総合窓口課における受付時間

＜出典＞福生市公式ホームページより抜粋
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めることで、窓口受付時間の試行的な変更が

可能となった側面も大きいといえます。

一方で、オンライン申請に不慣れな方への

支援が必要であることや、予約制導入に伴う

運用負荷の増加など、対応すべき課題も残さ

れています。今後は、デジタル施策と窓口運

営の最適な組合せを模索しながら、持続可能

な行政サービスの提供を目指していく予定で

す。今回の試行結果を踏まえ、市民の利便性

向上や窓口混雑の緩和等の改善を継続的に進

めていきます。

６．おわりに

本稿では、国の働き方改革の推進や行政手

続のデジタル化といった政策動向を踏まえつ

つ、多摩・島しょ地域自治体へのアンケート

調査や福生市へのヒアリングを通じて、窓口

受付時間短縮をめぐる現状について整理しま

した。アンケート調査結果では、多摩・島

しょ地域自治体でも窓口受付時間短縮に向け

た取組が広がっていることが示され、働き方

改革の観点からも、またデジタル化の進展の

観点からも、窓口受付時間の見直しが現実的

な選択肢として受け止められつつある状況が

明らかになりました。

窓口受付時間の短縮は、単に受付時間を削

減すればよいというものではなく、行政サー

ビスの質を維持・向上させるための工夫が不

可欠です。福生市の事例が示すように、「申

請書自動作成システム」や「マイナンバー

カード関連手続の予約システム」などのデジ

タル化の推進、業務プロセスの見直しなど、

複数の取組を組み合わせることや住民への丁

寧な周知、移行期における柔軟な対応も重要

なポイントとなります。

今後、自治体が持続可能な行政運営を実現

していくためには、働き方改革とデジタル化

を一体的に進めながら、窓口業務のあり方を

継続的に見直していくことが求められます。

本稿が、多摩・島しょ地域をはじめとする自

治体における今後の議論の一助となれば幸い

です。
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▼図表 14　総合窓口課における利便性向上に向けた主な取組

＜出典＞福生市公式ホームページより抜粋（一部筆者編集）


